




























































































































































































































































































































































































































































































































































































￣ 〃(92)－(1＋α)β2==０ (34） 
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図１９iのプロファイル
qｉ 
瓜
β β 
ファーストベストの契約
Barｏｎ＆Myerson型の契約
情報収集制約が等号で成立（bind）する契約
β 
ＦＢ 
ＢＭ 
修正ＢＭ
r`,(β,)[F(&)-Ｍ仏-γ-0 (35） 
である。/１，はエージェントｌの,情報収集制約に関するラグランジュ乗数
である。情報収集制約が最適契約において等号で成立（bind）するとき，
9,についてＢＭ契約と比較すると次の特徴がある。－階条件(18)と(33）
式を比較して
9,(β,)＞9F"(β,） 
9,(β,)＜9F"(β,） 
9,(β,)＝9Ｆ"(β,） 
どくβ,≦βのときは
β＜β,＜βのときは
β,ｅ{且,β}のときは
となる(図１参照)'０)。これは，より低費用タイプ(且≦β,≦β)ではセカン
10）ここの部分の結果は，Cremer,ｅｔａｌ．（l998a）と同様である。
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ドベストのＢＭ型契約より多い生産量を提示することで，低費用タイプ
に応じた生産をすることにより受け取れるエージェント１の,情報レントを
大きくし，より高費用タイプ(β＜β,二町では，少ない生産量を提示する
ことで高費用タイプの情報レントを少なくするというものである。このよ
うに契約プロファイルをセカンドベストから修正することによってエージ
ェント１にとってより低費用タイプでの生産の誘因を高めることが出来
る。これにより，エージェント１が受け取れる｣情報レントの期待値が大き
くなり，調査の誘因をより大きくすることが出来るのである。
これに対しエージェント２は，エージェント１から情報が伝達されない
ので'情報のないまま，つまり自分のタイプ(限界費用）を期待値βとして
生産量９２を決定することとなる。このことを知っているプリンシパルは
エージェント２へは期待値でIＲ条件を満たすように契約を提示する。こ
の構造は調査費用γが小さい(１．γ二γ*）ときと変わらない。実際，９２に
関する－階条件(30)と(34)は同じである。以上より次の命題が成り立つ。
命題２調査費用γの値がやや大きく情報収集制約が－部の場合におい
て等号で成立（bind）するとき(２．γ*＜γ≦γ**)，調査費用γが小さく情
報収集制約が不等号で成立（notbind）する場合(１．γ≦γ*)と比べて次
が成り立つ。すなわち，エージェント１にエージェント２へ`情報伝達させ
る契約と,情報伝達をさせない契約がプリンシパルにとって無差別となる』情
報伝達費用８は６＊より大きくなる。
証明２まず，２．γ*＜γ＝γ*＊のとき生産９，から得られるプリンシパル
の利得は，エージェント１にエージェント２へ`情報伝達をさせる契約の方
が，伝達をさせない契約よりも大きい(Ａ)ことを示す。背理法による。
‘情報伝達をさせない契約を提示したときのプリンシパルの期待利得は，
情報伝達をさせる契約の期待利得以上だとする（*)。このとき情報伝達を
させる契約の－階条件は(18)式を満たし，〃'＞０，〃"＜０より最適解は－
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意である(**)。他方，伝達をさせない契約の￣階条件は(33)式を満たし，
これは制約(32)式を満すので，
r`,(β,)[Ｍ)-Ｍ咽=,帥
である。これより（33)を満たす９，は,情報伝達をさせる契約でも実行可能
であることがいえる。（*)よりこれも情報伝達をさせる契約の解となる。
しかし，これは(**）（一意性）に矛盾。ゆえに(Ａ)が成り立つ。
これより，伝達させる契約と伝達させない契約のプリンシパルの期待利
得の差を取ると，（31)式より
」('M旅wβ1))-(β１+淵)`'蝿(βI)]'(β川
一ⅢＭ&))-(&+淵ﾙ(βI)]/(川]+ｹﾞｰ‘
となり伝達費用６が８＊を超えても伝達させたほうがプリンシパルにとっ
て望ましい８の領域が存在する。
．.、命題２が成り立つ。（証明終わり）
調査費用γがやや大きいとき（２．γ*＜γ二γ**)，エージェント１の情報収
集制約が情報伝達をさせない契約の場合は等号で成立（bind）する。しか
し，情報伝達をさせる契約の場合はプリンシパルにとってセカンドベスト
であるＢＭ型契約でも等号で成立しない（notbind)。これはエージェン
トｌからエージェント２ヘ正確に情報伝達がなされるようにプリンシパル
から情報レントが支払われているためである。これにより，情報を調査す
ることによって得られるエージェント１の,情報レントの期待値が増大し
て，情報収集の誘因が大きくなるのである。この効果があるために，伝達
をさせることによってエージェントｌに提示する契約プロファイルqPj’
を情報収集のために歪めずに済むというプラスの影響がプリンシパルに働
くようになる。このため，情報調査費用がやや大きくなった場合，伝達費
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用が調査費用が小さいときでは伝達させる上限の水準６＊を上回る水準で
も`情報伝達をさせたほうがプリンシパルに望ましいという結果が得られる
のである。
3.4調査費用が大きい場合
調査費用γが大きい(３．γ**＜γ)場合，プリンシパルが各エージェント
に提示する契約と，情報伝達の是非について示す。γが大きい場合は，エー
ジェント１のみならずエージェント２に提示する契約にも影響を与える。
なぜなら調査費用が前節の水準よりもさらに大きいために，情報伝達をさ
せる場合においてもセカンドベストのＢＭ型契約ではエージェントｌに
調査をする誘因がなくなってしまうからである。この場合，９，のスキー
ムだけでなく，情報伝達のスキームを通じてエージェント２にも影響を与
えることになる。このときは各エージェントに提示する契約を修正するこ
とによってエージェントｌに調査をさせる誘因を引き出すことになる。以
下ではそれを示す。
エージェント１が調査をし，エージェント２へ伝達させる場合３．γ**＜γ
のとき，エージェント１が調査をしてその`情報をエージェント２へ伝達さ
せる契約について示す。調査費用γについて３が成り立っているので
ＢＭ型契約では情報収集制約を満たさないので，制約は等号で成立(bind）
する。したがってプリンシパルが解くべき問題は(21)＝０とした制約の下
で(17)の最大化である。ラグランジユ関数をＬ(9,,92,/12)と定義すると次
のようになる。
L(川叶ＪｒＭβj)-(β]+淵),!(βＭ川
＋ﾉ['Ｍ&))-('+α)(&+淵)`仏)Ｍ伽‘
＋ん[ﾉ('い(β,)[Ｍ)-1`洲剛`仏)[FMMルァ］
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/１２はラグランジュ乗数である。ここから導かれる最適解をqiM,９要とする
とこれらは次の－階条件を満たす。
ソＷＪ)-(β､+淵)+満(F(&)-Ｍ-0（36）
〃(釧叶(Ｍ(&+淵)+満(Ｍ)－１脚)-０（37）
ｒ州[F(β,)-Ｍ姻十α」(,州[FⅡＭ伽γ-0(38）
である。これらの一階条件を(18)，（19)式と比較するとｑＲ９野ともに
9汎βi)＞91"(β`）
q乳βi)＜91"(β`）
91M(β`)＝9'"(β`） 
且くβ`二βのときは
β＜β‘＜βのときは
β仁{且,田のときは
が成り立つ（図１参照)。
エージェント１が調査をし，エージェント２へ情報伝達をさせない場合
３．γ**＜γのとき，エージェント１が調査をしてその情報をエージェント
２へ伝達させない契約について示す。エージェントlに情報伝達をさせな
いのでエージェント２は情報のないまま生産量化を選択する。調査費用
について３が成り立っているので，この場合もＢＭ型の契約では情報収
集制約を満たさない。したがって情報収集制約は最適契約において等号で
成立（bind）することになる。このときプリンシパルが解くべき問題は等
号で成立（bind）する制約(26)式の下で目的(28)式の最大化である。これ
は3.3節の情報伝達をさせない契約と同じ問題である。したがってここで
の最適契約はγの値が3.3節より大きい下で'1)－階条件(33)，（34)，（35）
11）情報収集制約が等号で成立（bind）しているのでラグランジュ乗数は入,＞０となっている
（制約条件付最大化問題のKuhn-Tucker条件より)。ここではγが3.3節と異なるので入,の
値も異なる。したがって９，，９２も3.3節で求めたものとは異なる。
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を満たす。ここでの解を９(MM，ｑ岬とおく。以上より次の補題が成り立
つ。
補題３調査費用γが大きく（３．γ**＜γ)，エージェントｌの情報収集制
約が情報伝達の有無によらず最適契約において等号で成立（bind）してい
るとき，エージェントｌにエージェント２へ情報伝達をさせない契約より
も'情報伝達をさせる契約の方が，９，から得られるプリンシパルの期待利
得は大きい。
証明は付録を参照のこと。調査費用γが大きい場合(３．γ**＜γ)は，ＢＭ
型契約では,情報伝達をさせてもさせなくてもエージェントｌの情報収集制
約は満たさない。よってプリンシパルがＢＭ型契約を各エージェントに
提示してもエージェント１による調査はされない。調査がなされる場合は
前節と同様に契約プロファイルを修正することによってエージェント１の
調査の誘因を引き出さなければならない。具体的には，－階条件(36)，
(37)式よりｑ1,92を，より低費用タイプ(且＝β`二β)ではＢＭ型契約より
多い生産量を提示することでエージェントｌが受け取れる,情報レントを大
きくし，より高費用タイプ(β＜βガニ万)では少ない生産量を提示すること
で高費用タイプの情報レントを少なくするというものである。そうするこ
とによってエージェント１が受け取れる`情報レントの期待値が大きくな
り，エージェントｌに調査の誘因を引き出すというものである。この構造
は前節と同様であるが，違いは調査費用γが大きいことによってエージ
ェントｌに,情報伝達をさせる場合，調査をしないエージェント２の契約プ
ロファイル９２も修正を余儀なくされるということて､ある。これは調査費
用γの高まりによって，その情報を利用するエージェント２の生産にも
契約プロファイルをＢＭ型契約より歪めることによってその費用を共同
負担するようになるということを意味する。この場合においては，’情報伝
達をきせることによって生産９，から得られるプリンシパルの期待利得が
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大きいことを補題３は示している。これは’情報伝達をさせるためにプリン
シパルからエージェント１へ支払われる情報レントが加わることにより，
調査の誘因を引き出すための９，の歪みが緩和され，プリンシパルの利得
がある程度維持されることを意味している。
エージェント２について，調査費用が大きいと生産９２から得られるプ
リンシパルの期待利得はＢＭ型契約の場合より低下する'2)。この減少分
を
Ｂ薑」(ｗＭ(腓('+`)仏+淵)`剛]峨
一」(１Ｍ〃('+α)(&+淵)秋１Ｍ
と定義する。補題３で示した情報伝達による９，から得られるプリンシパ
ルの利得改善分を
Ａ－ﾉ(､[(`Ｍ))-(β‘+淵),汎β川
一ＥＭＷβ１))-(β,+淵)`岬(β川
と定義する。（31)で定義されている８＊とあわせて次のことがいえる。
Ａ≧Ｂならば情報伝達費用８が８*以上でも伝達させた方が望ましい領域
が存在し，Ａ＜Ｂならば伝達させた方が望ましい伝達費用は６*未満とな
る。これより次の命題が成り立つ。
命題３調査費用が大きく（３．γ**＜γ)情報収集制約が等号で成立（bind）
するとき，情報伝達の是非について次が成り立つ。すなわち，プリンシ
パルの期待利得が情報伝達による生産９，での利得の改善(Ａ)が，生産９２
でのセカンドベスト（ＢＭ型契約）からの利得減少(Ｂ)を上回る(Ａ之Ｂ）
12）命題２の証明で示したものと同じ方法で示せる。
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ならば，情報伝達をさせた方が望ましい６＊以上の調査費用８が存在す
る。逆に下回る(Ａ＜Ｂ)ならば伝達をさせない方が望ましい６＊より小さ
い６が存在する。
調査費用γが大きいときは，情報伝達費用が６＊の水準においてエージェ
ントｌにエージェント２へ情報伝達をさせた方が望ましいのかどうかは場
合によりけりとなる。理由は次の通りである。,情報伝達をさせることによ
って情報レントの期待値が大きくなり，エージェント１の`情報収集制約が
緩むことから生産９，による利得は改善することがいえる（補題３)。しか
し，情報を得ることによって改善する生産ｑ２からの利得が，‘情報収集制
約が等号で成立（bind）するために小さくなってしまうからである。その
ため，生産９，の利得の改善を加えても伝達費用８＊を賄いきれない場合が
生じるのである。以上より，調査費用γが大きいときは'情報伝達をさせ
ることの是非は暖昧となる。
4．政府組織についての考察
本稿での分析結果は，政府組織のセクショナリズムによって生じる`情報
共有の調整に関する問題について以下で述べるようなインプリケーション
を与える。セクショナリズムとは，政府組織内である官庁間において利害
関係が存在するために，公共政策や公共サービスの供給をめぐる組織単位
での調整が困難になる状況のことである。たとえば日本においては通産省
(現在は経済産業省）と郵政省（現在は総務省）の電気通信事業法をめぐ
る対立（ＶＡＮ戦争と呼ばれる）があげられる'3)。通産省は産業全体にお
ける規制・競争政策を所管する官庁である。これに対し郵政省は電気通信
網について所管する官庁である。このような関係の下で，電気通信技術の
13）セクショナリズムや以下に述べるＶＡＮ戦争についての詳細は村松（1999）pp218-222を
参照のこと。
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発展にともないそれまで自然独占産業と考えられていた電気通信（電話）
産業に新規参入が技術的に可能となった。このため新しい政策が必要とな
ったが，最終的に通信事業者の定義と規制の程度をめぐって両省が対立し
た。これは「定義と規制のタイプと所管の帰属次第で両省の影響力は変化
する｣'4)ためである。
このように同じ政府内でも各省庁は所管する産業をめぐって利害関係に
ある。これは自分が所管する産業の消長が直接的，間接的に官庁の利益に
影響するからである'5)。他方，互いが利害関係にあったとしても各省庁が
情報（例えば規制産業における技術動向に関する情報や行政サービスに対
するニーズなど）を共有化することによって政策や公共サービスの供給を
決定した方が社会的により効率である。だが実際には利害対立が存在する
ため，当該`情報を他省庁に自主的に伝達する誘因はない。このため‘情報の
保有者には共有化のための情報レントを与える必要がある。３節の分析か
らは情報共有化のレントを付与することにより，さらに調査の誘因が増す
という結果が得られている。
しかしながら，実際は情報伝達によってプリンシパル（内閣や国会）か
ら情報レントが受け取れないので，他省庁へ情報を伝達する誘因はない。
情報を流さないことによって他省庁の介入を防ぎ，所管する産業から得ら
れるレントを維持する誘因がある。利害のある省庁間で情報の共有化を
し，より効率的な公共サービス（規制政策の策定など）を供給させるよう
にするためには，所管官庁に伝達のための`情報レントを付与する必要があ
る。これによってその所管官庁は市場動向や産業の実態などについてより
詳細に調査（高い費用を支払っても調査をする）誘因を引き出すことが出
来，まだ情報の非対称'性から生じる非効率性をある程度軽減することが出
来ることが本稿の結果からいえる。
14）村松ｐ221より。
15）村松ｐ､220。
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5．結論
本稿では，情報を持たないエージェントによる情報収集と利害対立があ
る複数エージェント間の情報伝達のあり方について分析した。２節でモデ
ルを提示した後，３節ではプリンシパルが各エージェントに提示すべき契
約について求めた。そこで得られた結果は次の通りである。調査費用が十
分小さい場合は，』情報を伝達されるエージェントから得られるプリンシパ
ルの期待利得の伝達による改善が伝達費用を上回る限りにおいて情報伝達
をさせることが望ましい。調査費用がある程度大きい場合は，調査費用が
小さいときの伝達させる上限をある程度上回る伝達費用の水準でも伝達さ
せることが望ましい。調査費用がさらに大きい場合は，調査費用が小さい
ときの伝達費用の上限でも情報伝達をさせることが望ましいのかどうかが
暖昧になる。調査費用が大きいとその費用負担のために，情報伝達をさせ
ることによる利得改善の効果が弱くなるからである。'情報伝達をさせるこ
とは，プリンシパルにとって費用のかかる行為ではある。しかしながら調
査費用が小さい水準では情報伝達をさせない方が良いような大きな伝達費
用でも，調査費用が大きくなるにつれて伝達をさせた方が望ましくなる。
このことは，プリンシパルにとって費用のかかる行為であった情報伝達が
調査の誘因を強める働きを担う存在へと性格が変化することを意味する。
４節では政府内において利害関係にある各省庁が情報共有の問題につい
て３節でのモデル分析の結果から考察した。セクショナリズムによって生
じる省庁間の,情報共有の阻害による非効率性は，,情報を所有する省庁に情
報レントを付与する必要がある。それにより当該省庁も'情報を調査する誘
因が高まり，より効率的な公共サービスの供給や政策の策定が出来るよう
になるものと考えられる。
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付録
補題’の証明エージェント１がエージェント２へ正しく情報を伝達する
という戦略で，エージェント２はそれを信じて意思決定を行う，という戦
略から逸脱するインセンテイブがないことを示す。
エージェントｌから送られた情報がβ2でそれがエージェント２の真の
タイプであるとする。このときプリンシパルより提示された契約を下に，
エージェント２がその情報を信じたときの利得は，
[M-E`2Ｍ， 
である。これに対し，エージェント１からの情報を信じないときは，エー
ジェント２は自分のタイプを期待値βと期待するので，実際β2タイプで
あるにもかかわらず，９２(β)を選択することになる。しかし，これはβ2タ
イプのときにｑ２(β2)を選択することが最大となるような（誘因両立条件
を満たす）契約が提示されているので，すなわち
些美!=且｣|卿戸ＭｉＭ)-Ｍ〃,
が成り立っているから，エージェント２は９２(β)とすると弱い意味で利得
が減少する。すなわち，此(β2)之UA2(β,β2)が成り立つ。これはエージ
ェント２の利得最大化に矛盾する。ゆえにエージェント１がエージェント
２へ正しい'情報を送るとき，エージェント２はそれを信じて生産量９２を
選択するという戦略から逸脱する誘因はない。
エージェント２がエージェントｌが送った‘情報を信じるという戦略の
下，エージェント’は正しい`情報を送るという戦略から逸脱する誘因がな
いことを示す。エージェントｌに提示されるん(92(＆))の契約は，情報伝
達に関する誘因両立条件を満たしている。すなわち
部門間の情報伝達と情報収集３９１
川譜陥&)|"-ＭａＭａ)-．``昨＠
である。したがって，そのもとでは，嘘の情報をしてエージェント２に違
ったタイプの９２(β2)をとらせるとエージェントｌの利得は低下してしま
う。ゆえに，エージェントｌは正しい情報を送る戦略が最適となる。
プリンシパルはエージェントｌがエージェント２へ正しく'情報を伝え，
エージェント２はそれを信じて行動する下で最適契約に関する最大化問題
を解く。
．.、補題１が成り立つ。（証明終わり）
補題2の証明まずⅡ(β)>oが非増加関数であるときＵ(β)=ﾉ(’
9(s)由はβについて凸関数であることを示す。
β,,β2ｅ[且,万]をβ,＜β2を満たす任意のに(0,1)について次が成り立
つ。すなわち
〃(β,)＋(１－t)Ｕ(β2)－Ｕ(/β,＋(１－ｔ)β2）
-tﾉ('`(s)ぬ+(1-ｵ)ﾉ('`(s)ルノ(M鶚…`(`)ぬ
-1ﾉ(←`(sルノ(M]…`(s)ぬ
=ｵﾉ(←`(s)ﾙﾎﾟﾉ:１１…`(s)昨(Ｈ)い_鋤"Ｍ
='L′峠…`(s)昨(1-`)ﾉIMi…`Ｍ，
ニルＭ－β,)qM,+(Ｈ)&)-(Ｈ)ﾉＩｉ;ii…小)ぬ
-(Ｈ)Ｍ－β,)`(帆+(ＨルノＩＭ紬１，父Ｍ
－(Ｈ)Ｍ+(Ｈ)&)[β]二…_ﾉＩＮｺﾞ…`Ｍ之0
したがってⅡ(β)が非増加関数ならばU(β)-Ｆ９Ｍはβについて凸
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関数であることがいえる（強い不等号が成り立つのは９(β)が強い意味で
の減少関数のとき)。ここではプリンシパルの目的関数が強い意味での凹
関数となるので，強い不等号が成り立つ。
これより，ジェンセンの不等式から
Ｅ[Ｕ(β)]－Ｕ(β)＞０ 
がいえる。ここでＥ[Ｕ(β)]は部分積分を用いて
Ｅ[U(β)]=ﾉ(T`(ｓＷ(β)姻
一[/(,`(ｓｗ(β)]:+ﾉ[``(β)FoM
-L``(β)F(川
である。
．.、補題２が成り立つ。（証明終わり）
補題３の証明調査費用γについて３．γ**＜γが成り立っているので`情
報伝達させる契約と』情報伝達させない契約の両方で‘情報収集制約は等号で
成立（bind）している。情報伝達をさせない契約における情報収集制約
(等号で成り立つ(26)）は
ノ[蝋`,(β,)[F(β,)-1M]ルァ-0
である。』情報伝達させる契約における情報収集制約(21)＝０において
△薑αﾉ匠吸(&)[F(&)-Ｍ]脳
とおく。このとき補題２から，任意の契約プロファイル92(β2）（＆の減少
関数）について△＞Ｏが成り立つことがいえる。これより９２を所与とし
た伝達をさせる契約における』情報収集制約は，伝達をさせない契約に情報
収集制約においてγを△単位引いた式，すなわち，
部門間の情報伝達と情報収集
一
L'q,(β,)[F(β,)-1M]断(７－△)-０
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であることがいえる。制約が等号で成立（bind）しているので，－階条件
(36)と(33)におけるラグランジユ乗数入2,入'は正である。したがってγが
ｌ単位減少することによって目的関数（プリンシパルの期待利得）はん
単位増大する。以上より，情報収集制約の調査費用が△単位緩む効果の
ある情報伝達をさせる契約の方が伝達をさせない契約よりもｑ'から得ら
れるプリンシパルの利得は大きいことがいえる。
．．、補題３が成り立つ。（証明終わり）
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